
デジタルとくしま推進プラン
～とくしま版ＤＸの実現に向けて～

６ グリーン社会推進プロジェクト



デジタルとくしま推進プラン

プロジェクトの位置づけ
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目指すべき社会 基本目標（分野） 重点戦略

全ての人に優しく、
スマートで持続可
能な社会

スマートな環境
対策

環境に優しい循環型社会の
実現



デジタルとくしま推進プラン

① 県民総活躍による取組み

② 自然・水素エネルギーの導入促進

プロジェクトの内容
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◇気候変動対策｢3本の矢」
・「すだちくん未来の地球条例」
全国初・脱炭素社会の実現を明記

・緩和策 温室効果ガスの排出抑制
・エシカルな県民生活の普及
・廃棄物の発生抑制等

・適応策 気候変動の影響への適用
・徳島県気候変動適応センター設置
・事前復興対策を対象に追加

◇自然エネルギー協議会会長県として
日本をリードする取組みを展開

グリーン社会の実現に向けて

◇ＣＯ2排出の４割を占める
電力部門等の脱炭素化を推進
・ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）
の導入促進

・自立・分散型電源の導入促進
・水素グリッド構想の推進

◇２０５０年カーボンニュートラル宣言 2030年 自然エネルギー電力自給率50％超

２０３０年度 温室効果ガス排出５０％削減（２０１３年度比）

２０５０年 脱炭素社会の実現へ

さ ら に

県民総活躍による取組み 自然・水素エネルギーの導入促進
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主な指標及び工程

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標
実績

－
－

▲２９．４％
－

▲３１．１％
－

▲３２．９％
－

▲３４．６％
－

担当課：グリーン社会推進課

担当課：グリーン社会推進課
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ＫＧＩ：2030年度温室効果ガス排出50％削減
（2013年度比）

ＫＰＩ ： ＺＥＨの啓発活動の実施数（累計）

ＣＳＦ－１ ： 民生部門の消費エネルギーの削減

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標
実績

－
９件

１２件
１２件

１４件
－

１６件
－

１８件
－

担当課：グリーン社会推進課ＫＰＩ ： 自立・分散型電源導入支援事業数（累計）

ＣＳＦ－２ ： 自然エネルギーの導入促進

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標
実績

－
５

１０
１０

１５
－

２０
－

２５
－

※実績値はR4.3.31見込み
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令和３年度における取組内容
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主な取組

「緩和」×「適応」で挑む気候変動対策推進事業
• 「緩和」と「適応」を両輪に気候変動対策を推進するため、各家庭が削減した

ＣＯ２分のクレジットを、「徳島版ＥＳＧ地域金融活用協議会※」で支援する中
小企業が購入できる仕組みを構築するとともに、気候変動適応推進員によ
るSNS 等を活用した情報発信等を行う。

（※学識経験者等で構成）

ゼロカーボンシティ推進事業補助金
• カーボンニュートラルに向けたまちづくりを推進するため、自然エネルギーの

導入可能性調査や「気候変動×防災」に資するＺＥＢ・ＺＥＨに補助するととも
に、使用電力の「脱炭素化」を目指す中小企業の「アクションプラン策定」を
支援する。

令和３年度予算 595,641千円

「緩和」×「適応」で挑む気候変動対策推進事業 2,500千円

ゼロカーボンシティ推進事業補助金 128,000千円
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令和３年度における取組内容（参考）
• 日時 令和３年 １０月１４日（木） １３：３０～１６：００

１０月２８日（木） 〃

１１月１１日（木） 〃

１１月１８日（木） 〃

１２月 ２日（木） 〃

• 場所 オンライン

• 内容 とくしま自然エネルギービジネスマイスター講座

第１回 太陽光

講 師 西野 賢太郎（西野建設株式会社代表取締役会長）

宇野 浩（エース再生エナジー研究所代表、前阿南高専特命教授）

第２回 ファイナンス

講 師 里 正彦（株式会社阿波銀行営業推進部部付部長）

倉科 智子（Earthship MIMAオーナー）

第３回 バイオマス

講 師 表原 弘幸（徳島電機産業株式会社代表取締役）

第４回 小水力

講 師 宇野 浩（エース再生エナジー研究所代表、前阿南高専特命教授）

第５回 固定価格買取制度

講 師 井上 樹（四国経済産業局資源エネルギー環境部エネルギー対策課）

• 参加者数 ２５名
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課題とアクション
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課 題 アクション

１
ＦＩＴ制度が新たな制度に移行することで自
然エネルギーの導入促進が停滞するおそ
れがある。

「自然エネルギー活用ＰＴ※」を通じて、ＰＰＡ
方式など新たな導入促進策を検討する。
※自然エネルギー活用ＰＴ

徳島県内の自然エネルギーの高いポテン

シャルを活かし、エネルギーの地産地消、災
害に強いまちづくり、地域経済の活性化やビ
ジネスチャンスの創出に向けた意見交換、課
題検討等を行うため設置された機関

２
民生部門の温室効果ガス排出削減のため、
ＺＥＨやＺＥＢ等の更なる普及啓発活動が必
要となる。

住宅関連事業者との意見交換会を開催する
など、制度の効果的な周知方法を検討する。
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令和４年度における取組内容
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主な取組

太陽光発電等の率先導入及び民間への普及促進事業
• 系統制約や土地造成の課題が少なく、リードタイムの短い、屋根置き自家消費型太

陽光発電等の導入を加速するため、初期費用ゼロ円のビジネスモデルであるＰＰＡ
等を活用した、太陽光発電設備の「県有施設への率先導入」を実施するほか、ＰＰ
Ａ事業者を県が認定・登録し、情報発信する「ＰＰＡ事業者登録制度」の創設や、一
括発注により価格低減を促す「共同購入」を実施する。

ゼロカーボンシティ推進事業
• 長期にわたる省エネ・創エネ効果が期待できる建物のゼロエネルギー化推進のた

め、ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）及びネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ＺＥ
Ｂ）の建築等に対し、国と連携して補助を行う。

また、エネルギーの地産地消による地域の脱炭素化と防災力の向上を図るため、

先進的な電力需給調整システム」や、豊かな水資源を活かした「小水力発電」など、

自然エネルギー導入の取組みを支援する。

令和４年度予算 499,231千円（要求中）

太陽光発電等の率先導入及び民間への普及促進事業 19,400千円

ゼロカーボンシティ推進事業 28,000千円
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案件種別

「ＶＳ東京」案件として （☑該当あり □該当なし）

「オンリーワン」案件として （□該当あり ☑該当なし）

「ナンバーワン」案件として （□該当あり ☑該当なし）
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２０５０年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする脱炭素社会・カーボン
ニュートラルの実現といった「グリーン社会」の実現は、政策全体の最適化や地域課題解
決の加速化など、「地方創生」の取組みの更なる充実・深化に資するものである。
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参考情報ＵＲＬ等

• 徳島県気候変動対策推進計画 (緩和編) 2020年 3月改定
https://www.pref.tokushima.lg.jp/ippannokata/kurashi/shizen/5035820

• 自然エネルギー立県とくしま推進戦略 2019年 7月改定
https://www.pref.tokushima.lg.jp/ippannokata/kurashi/shizen/2015120900022

• 徳島県水素グリッド構想 2015年 10月策定
https://www.pref.tokushima.lg.jp/ippannokata/kurashi/shizen/5008771/


